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提案申請書類作成の準備・提出時の留意事項

農林水産省ＨＰのうち、左図のどちらかのページに出てくる
令和７年度農山漁村振興交付金（山村活性化対策（山村活性化対策事業））
の追加募集について を開いて下さい。

●募集案内にある下記資料をよくお読みください。
① 農山漁村振興交付金（山村活性化対策）実施要領
② 農山漁村振興交付金（山村活性化対策（山村活性化対策事業））

募集要領
③ 農山漁村振興交付金交付等要綱

●下記書類を募集期間内に近くの地方農政局（北海道は農林水産省農村振興
局）に提出してください。

電子媒体（メール）での申請可。ただしその場合、必ず電話での連絡もお
願いします。

 ・農山漁村振興交付金実施提案書（電子媒体の場合、オリジナルデータとＰＤ
Ｆ形式の両方で）

・標準様式（同上）

・各種添付書類（実施体制図、積算根拠（見積書等）、協議会規約、山村振興
計画 等（電子媒体の場合、全てPDF形式で））

●提案書様式（農山漁村振興交付金実施提案書）のファイルをダウンロード
し、ご記入ください。
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【記入で厳守いただきたいこと】

本提案書の標準様式は、Microsoft Excelで様式を用意してい
ます。

提案書作成の際、行・列・セルの移動や削除・挿入等は
絶対に行わないでください。

定形の枠内に文字が入りきらない場合は、行の太さを変えてくだ

さい（ページが増えても構いません）。

記載箇所や項目箇所の黄色セルは、用意してある選択肢から最
も近いものを選んでください（用意してある選択肢以外の文
字は入りません。）。

指示通りの記入になっていないとエラーメッセージが出る場合が

ありますので、その場合は、記入を修正してください（エラー

メッセージが消えます。）。

【用語定義】

本事業においては、各用語を次のように定義しています。

• 地区：事業実施地区＝本事業に取り組む振興山村（旧
市町村単位）

• 商品開発等：新商品の開発及び既存商品の改良。

• 事業実施期間：本交付金を活用して事業に取り組む期
間。最長３年間

• 事業完了年度：事業実施期間の終わる年度。事業開始
年度から起算して３年目を基本とする。

• 目標達成年度：事業の成果として商品開発等が全て完
了する年度（事業完了年度≠目標達成年度の場合もあ
り得る）。

【用語定義の背景等】

• 本交付金事業の目的が、地域資源を活用して山村地域
の所得等の増大を図るものであることから、本交付金
では、事業完了時点の目標ではなく、最終目標は「地
域ぐるみでの特産品の開発等が完了し、販売開始」と
し、アウトカム（成果によりもたらされる効果）は
「地域経済の活性」と整理しております。

• 各事業での重点的な取組内容の相違により、事業完了
と目標達成の時期にズレが生じる場合も想定されるた
め、完了後の目標達成までの計画や、さらにその先の
将来の構想などもご記入ください。

【提出で厳守いただきたいこと】

提出の方法は電子媒体によるもの（電子メール)又は紙によるも

の（郵送）の２つの方法があります。

電子媒体（電子メール）での提出の際、オリジナルデータ

（Word形式及びExcel形式）並びにPDF形式の両方での提
出をお願いします。

電子媒体（電子メール）で提出した場合、必ず、地方農政局等

に、提出した旨、電話でご一報ください。

標準様式の記載留意事項

２



標準様式解説：表紙

３

現在の市町村名をご記入ください。

本事業を実施する振興山村名（旧市町村名）をご記入ください。
複数の振興山村にて本事業を実施する場合は、列記してください。

例：◇◇町、○○町、○○村、◇◇村

現行の山村振興計画の作成・変更時期を選択してください。

～平成26年度（平成26年度以前に作成・変更の場合）／平成27年度／
平成28年度／平成29年度／平成30年度／平成31年度／令和元年度／
令和２年度／令和３年度／令和４年度／令和５年度／令和６年度

ここにも記載のあるとおり、記入枠の色別に記入方法が異なります。

• 白色枠は、直接、文字を打ち込んでください。
• 黄色枠は、選択式です。選択肢に無い文字は入力できません。
• 緑色枠は、他所で入力・選択したもの等が自動で反映・転記されて
います。この枠で、直接、入力内容を直すことはできませんので、
反映元を直す必要があります。

現行の山村振興計画は、「作成」されたものなのか、または「変更」
されたものなのか、該当する方を選択してください。



本事業の実施体制図を必ず提出してください。
なお、実施主体が協議会で、かつ、市町村役場が経理実務担当ではない場合、
経理担当者の略歴を実施体制図等にお示しください（シート16をご参照くだ
さい）。

上記で「3.１回実施」「4.複数回実施」を選択した場合、その事業実施
主体（※協議会用と市町村用で、事業実施主体の選択肢が異なりま
す。）と事業期間を選択してください。また、シート「補足説明」を作
成して添付してください。

●修了者：令和５年度又は６年度に商談会開催等支援
事業の山村振興セミナーで実施された「マーケティ
ング基礎講習」及び／又は「ビジネスモデル作成
ワークショップ」への参加有無について、参加者別
にお答え下さい。

●講習／ＷＳ：基礎講習参加の場合、修了証授与の有
無を、さらにＷＳにも参加されていた場合、ＷＳの
コンペ結果をお答え下さい。

標準様式解説：Ⅰ 事業実施主体等

４

過去に同市町村（現行の市町村）内で本交付金事業を実施したことがあ
るかどうか、下記１～４から該当を選択してください。

1.これまで実施なし／2.同市町村内の今回とは別の振興山村内で実施
あり／3.同振興山村内で１回実施あり／4.同振興山村内で複数回実施
あり

●立場：各主体がどのような立場で本事業に関わるのか、該当を選択し
てください。

協議会構成員／連携主体／支援／専門家（助言等）／委託先

※ 連携主体と専門家の区分は、例えば、全体的な協力関係者は連携主体、特
定部分に限る助言をもらうような者は専門家（助言等）を想定しています
（厳密でなくとも構いません）。なお、契約・金銭授受の関係（事業委
託・発注等）がある場合は委託先になります。

※ 連携主体と支援の区分は、例えば、事業の方向性・意思決定にも参画する
場合や、その者抜きには事業全体が成り立たない場合は「連携主体」、そ
れ以外は「支援」を想定しています。

●担当分野（役割）:主な担当分野（各主体とも主なもの２つまで）を
選択してください。担当分野が１つしかなければ、１つだけ選択して
ください。

事業設計／運営統括／会計・経理／経理監督／資源調達・調整／組織づく
り／人材育成・教育／商品等（注）開発・試作（注：商品等にサービスを
含みます）／デザイン／ブランディング／Webサイト（注）整備・運用
（注：ホームページやＥＣサイト等） ／広報宣伝／販売・サービス提供
／各種調査／商品製造／その他／不明



標準様式解説：Ⅱ 事業実施地区特性

各項目の選択記号の意味については、それぞれ枠外の注意事項を
ご確認ください。

①交付金事業により改善を期待する課題

当該課題の解決のために本事業に取り組む場合や、概ね目標達成時点
までに、事業に取り組んだ結果としての効果発現を期待する課題に
「○」をつけてください。

②地域資源状況等

１つの地域資源を活用して複数の商品等の開発・改良に取り組む場合、
開発・改良に取り組む商品別に記入してください。
ただし、生産量等や資源生産／供給体制等は、１つめの商品の欄のみ
ご記入いただければ結構です。

※ 生産量等について、生産物 でないものについては、収穫、捕獲等、 適当な
語に読み替えてください。
木材の場合、 伐採・収穫量（立木）、森林を活用するサービス開発等であれ
ば、活用対象の林地面積全体などを生産量等として記入してください。

②の考え方について

ここでは、本事業において、どのような資源を活用し、どのような商品・
サービスの開発等に取り組む予定であるのか（対象となる資源について
の生産量等の統計データもあわせて）をお示しください。

そのことにより、どのような成果目標とするのか（Ⅲの３の部分）が、より
明確になってきます。

【例１】資源：ニンジン（統計データ：生産量）
        商品等種類：e 調理食品

→Ⅲの３成果指標：新商品開発数や売上など

【例２】資源：森林(統計データ：面積)
商品等種類：n サービス・観光・体験

→Ⅲの３成果指標：サービス改良数、入込客数や観光売上など
５



標準様式解説：Ⅱ 事業実施地区特性

６

⑥関連施策等との関係性

正式決定・認定・指定となっていない“予定”や“候補”などの
場合、「非該当」となります。

ＵＲＬの記載欄が足りない場合は、提出時にメールで記入しきれ
なかったＵＲＬをお知らせください。

本交付金は地域振興策ですので、地域で資源の再評価、
合意形成を目指す等は、実施の前提条件であり、「対応
不可」といった回答は、本来、あり得ないと考えます。
また、地域（の者が生産・供給する）資源の活用が実施
要件ですので、「取組途上」以上の段階が必須です。



１の表において、重点取組（◎の記入）は４つまでです。
◎を５つ以上入れると、エラーメッセージが出てきますが、
４つまでに減らせば、エラーメッセージは消えます。
なお、１～４つであれば、いくつでも結構です。

標準様式解説：Ⅲ 事業計画・成果目標（１取組内容（メニュー）と時期、２各年度別事業内容）

取組予定時期は大凡で結構です（例えば、年度前半か後半か、今
の段階では未定の場合は前・後両方に■を記入、など）。
なお、本格的に取り組むのは２年目以降で、１年目はその検討や
事前準備だけという場合、１年目は空欄のまま（■を入れない）
で結構です。

７

１の「取組内容（メニュー）と時期」と、２の「各年度別事業内
容」における、事業内容・実施時期（何年目）の記載については、
合致するよう、ご記入ください。
また、積算（経費内訳）に記載される経費の取組は、各年度の事
業内容に記載が必要となります。

活動主体
当該年度に取組予定の内容について、主たる者として関わる主体
をご記入ください。



●指標No.１（販売額又は雇用）選択肢：
新開発商品等販売額／改良商品等販売額／新開発・改良商品等販売額／雇用(常勤)
／雇用(パート・アルバイト)／雇用(臨時)／雇用（種々混在）

●指標No.２（新商品開発数又は既存商品改良数）選択肢：
新開発商品等の数／改良商品等の数／新開発・改良商品等の数

＜「目標値の根拠等」の欄にて、目標値の根拠にあわせて明示いただきたいこと＞
商品なのかサービスなのか、開発なのか改良なのか、さらにそれらが複数・種類ある場合に
はその内訳。雇用においても、常勤雇用やパート雇用が混在している場合、その内訳。

指標・目標値の留意事項は次のとおりです。

• 指標の数は３つ以上５つ以下
• 指標については、事業成果を端的・直接に評価できるものとする
• このうち少なくとも２つは必須指標から選択（販売額又は雇用数（どちらか１
つ）、新商品開発数又は既存商品改良数（どちらか１つ））

• ３つめ以降の指標を前述の４種（販売額、雇用数、新商品開発数、既存商品改
良数）以外とする場合、それを成果指標とする理由・妥当性の説明を、表の下
段の「目標値の根拠等」の欄に記入

• 上記の必須指標を含めた全ての指標の目標値について、その数値となる根拠・
数値の妥当性・数値の確認方法を表の下段の「目標値の根拠等」の欄に記入

• 最低２つ以上の指標について、事業完了年度までにプラス効果が出るものとす
ること(目標値が上がる）

• さらにそのうち１つ以上について、２年目完了までにプラス効果が出るものと
すること

• 必須指標のNo.1とNo.２の目標値については、単年度数値及び累計数値を記入
• その他指標（３つめ以降）の目標値は、単年度の数値か累計の数値であるかを
選択記入

＜適切ではない指標・目標の例＞
×１：事業での開発商品だけではなく、他商品も扱う「道の駅」全体の売上高
×２：本交付金で雇用する「臨時職員」の数を雇用数に入れている
×３：パート・アルバイト、正社員、臨時職員の区分の記載がどこにもなく、指

標を単に雇用としている
×４：開発・改良の商品・サービス全て合算した数又は／及び販売額のみ（それ

ぞれの区分の記載がない）
 ×５：単年度の数値と累計数値が混在（例えば10年目の数のみ累計、他は単年）

×６：なぜその指標が事業成果を見るのに適切であるかの妥当性の説明がない
×７：当該目標値の達成が期待できる根拠・説明がない
×８：むやみに高い目標値や、取組内容・事業規模に見合わない低すぎる場合な

ど、目標値の妥当性が低い
×９：事業効果以外の他の取組の効果による（他の効果も加味された）目標値

標準様式解説：Ⅲ 事業計画・成果目標（３成果指標と目標値）

８

指標・目標値・根拠説明等は、シート12の記載例も参考にしてください。

２つめの指標が入ると、３つめの指標を入れるよう、メッセージが出ま
す。３つめの指標を入れると、メッセージは消えます。

必須指標も含め、目標値の根拠や、目標値が混在している
場合の内訳などについて、記述漏れや説明不足が散見され
ます。
単に「目指す値」だけではなく、この事業の成果を見るに
相応しい指標であるか、そしてその数値は、「目指す」の
に妥当な数値と判断できるか、その根拠の説明が必要です。
事業成果・目標設定の妥当性を判断する上での重要箇所で
すので、必ず適切にご記入ください。


